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現地調査写真 

  

地下 3km の坑内（Moab Kotsong 鉱山） モルタルにより岩盤深くに埋設された 

観測機器（Cooke4 鉱山） 

  

坑内に設置された AE データレコーダーの 

メンテナンス（Cooke4 鉱山） 

前夜の地震で通行不能となった坑道 

（Cooke4 鉱山） 

  

プロジェクトによって設置された 

地表地震観測機器 
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中間レビュー結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：南アフリカ共和国 案件名：（科学技術）鉱山での地震被害低減のため

の観測研究プロジェクト 分野：防災 

所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ 協力形態：地球規模課題対応国際科学技術協力 

 （SATREPS） 

協力期間：2010 年 8 月～2015 年 8 月 協力金額：3.8 億円（JICA 予算ベース） 

日本側協力機関：立命館大学、東京大学、 

独立行政法人産業技術総合研究所（AIST）、

東北大学 

先方実施機関：科学技術省（DST）、科学産業研究

評議会（CSIR）、地球科学評議会（CGS）、 

ウィットウォータースランド大学 

1-1 協力の背景と概要 

鉱物資源に恵まれている南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）には、金、プラチナ、

石炭などの鉱山が多数あり、鉱業全体で約 50 万人が就業している。そのうち、約 60％にあたる労

働者が鉱石の採掘など坑内での労働に従事しており、鉱山災害の危険に晒されている。鉱山災害は

従来から南アフリカにおいて大きな社会問題となっているが、政府の指導及び鉱山会社の安全性向

上への努力により、1980 年代後半には労働者 1,000 人あたりの年間犠牲者（死者）数が 1.00～1.20

人（犠牲者総数では 677～855 人/年）であったが、1990 年代を通じて犠牲者数は漸減し、2000 年代

前半には同 0.56～0.75 人（犠牲者総数 246～290 人/年）にまで減少した。しかし、この数年は犠牲

者数の減少傾向が停滞している。 

これら鉱山災害犠牲者のうち約 4 割は、採掘活動によって岩盤が破壊され断層が生じることで発

生する鉱山地震に起因する落盤事故によるものと言われている。また、鉱山地震は、採掘域や坑道

などの落盤事故だけでなく地上にも建築物倒壊などの被害を及ぼすことがある。  

鉱山地震のリスクは深度が深くなるほど高くなるため、採掘深度 3,000m を超える南アフリカの

大深度鉱山は特にリスクが高い。大深度では、岩盤に巨大な圧力がかかっており、そこに採掘のた

めに空隙を作ると岩石が圧力に耐えられず破壊し、断層を生じる可能性が高くなるためである。こ

のような鉱山地震発生のメカニズムが存在する中で安全に採掘するためには、鉱山地震のリスクを

より正確に評価し、評価結果に基づく採掘計画の修正や採掘活動の制限などによって鉱山地震被害

を減少させることが重要である。 

南アフリカの大深度金鉱山では、過去 19 年間にわたって日本の研究者によって鉱山地震の観測研

究が行われ、その結果、地震の発生位置や大きさが事前にある程度予測可能になり、また震源とな

る断層の近くで観測することができることが判ってきた。こうした背景のもと、鉱山内に観測機器

を設置し、鉱山地震の発生メカニズムを分析し、被害予測に役立てることを目的とした本プロジェ

クトが科学技術協力案件として採択された。ここで得られる科学的知見は、自然地震の発生メカニ

ズムの理解促進に役立ち、地震の予知・予測研究に役立つことも期待されている。 

1-2 協力内容 

(1) プロジェクト目標 

地震の準備と発生についての理解が深まり、金鉱山地震の災害リスク管理体制が改善される。  

(2) 成果 
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1：震源の岩石の性質が明らかになる。 

2：鉱山地震の準備と前駆変化への理解が深まる。 

3：鉱山地震の発生を予測する精度が向上する。 

4：鉱山地震による採掘坑内での地震被害を予測する精度が向上する。 

5：地震の震源決定及び被害予測の精度が向上する。 

(3) 投入（中間レビュー時点） 

（日本側） 専門家派遣：研究者（短期派遣）8 名（計 34 回、749 日間）、業務調整（長期派遣）1 名 

本邦研修：2012 年に 1 名（短期研修） 

供与機材：観測機材（微小破壊観測用センサー、高感度歪計、広帯域地震計、能動震

源と受振用加速度計、動的応力変化計、傾斜計、データレコーダー、国立

地震観測網ステーションなど） 

現地活動費：587 万ランド（2010 年 8 月から 2013 年 1 月までの合計で、内訳はローカ

ルコンサルタント委託費、物品購入費、旅費・交通費など） 

（南アフリカ側） 

カウンターパート： 科 学 産 業 研 究 評 議 会 （ Council for Scientific and Industrial 

Research：CSIR）、地球科学評議会（Council for Geoscience：CGS）、

ウィットウォータ－スランド大学から 30 名。 

現地活動費：240 万ランド（2011～2012 年の CSIR、CGS のプロジェクト活動のための 

出費合計） 

事務所スペース・備品の提供 

(4) プロジェクトサイト 

Cooke 4 鉱山（Gold One 社）、Moab Khotsong 鉱山（Anglogold Ashanti 社）、KDC West 鉱山（Sibanye 

Gold 社） 

2. レビュー調査団の概要 

調査団構成 1. 宮本秀夫（団長／総括）JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 参事役 

2. 土井ゆり子（協力企画）JICA 地球環境部 水資源・防災グループ防災二課 

3. 奥田浩之（評価分析）合同会社 適材適所 

4. 佐藤雅之（オブザーバー）JST 地球規模課題国際協力室 上席主任調査員 

5. Mr. Llanley Simpson（総括）DST 採鉱・選鉱工程 課長 

6. Ms. Lisa du Toit（評価）DST 開発パートナーシップ 課長 

7. Ms. Eudy Mabuza（評価）DST 開発パートナーシップ 課長補佐 

 2013 年 2 月 24 日～2013 年 3 月 14 日 調査種類：中間レビュー 

3. 進捗の確認 

3-1 成果レベルの実績 

1) 成果 1 

・対象 3 鉱山で、予定の探査ドリリングが 2012 年 9 月までに全て終了し（合計約 70 本、総延長約

2.8km）、岩石コア試料と孔内観察により、観測のターゲットとなる想定地震断層の位置が特定さ

れた。 

・Cooke4 鉱山（及び Mponeng 鉱山）で採取した掘削コア試料の一部は、物性解析のため 2012 年 5
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月に日本に輸出された。 

2) 成果 2 

・Cooke4 鉱山では、想定震源を取り囲む領域に約 30 台の微小破壊観測用センサーを三次元的に埋

設し、2010 年 12 月から 2 年以上観測が続いている。また Moab Khotsong 鉱山でも同様の微小破

壊観測用センサーの設置が進んでおり、2013 年 4 月より観測が開始予定である。 

・採掘に伴う岩盤変形観察のための高感度歪計、傾斜計、広帯域地震計の設置が進み、Cooke4 鉱山

では完了、Moab Khotsong 鉱山でも約 80％の設置が完了している。 

3) 成果 3 

・Cooke4 鉱山では、能動震源と受振用加速度計の埋設が完了し、モニタリングが続いている。また、

高密度の微小破壊観測用センサーを用いた震源決定により、掘削面前方岩盤内のダメージゾーン

を明確に検出できている。 

・日本で実用化されている応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）をより小さい口径（直径 60mm）で

2013 年 1～2 月に Mponeng 鉱山、Tau Tona 鉱山で実施し、従来の方法よりもはるかに短時間で応

力測定を完了することに成功した。 

4) 成果 4 

・震源断層極近傍で破壊前線の通過に伴う動的応力変化と断層変位を計測するための動的応力変化

計を開発した。Cooke4 鉱山、KDCWest 鉱山で掘削孔と断層の交差部を特定し、2010 年 12 月及び

2012 年 1 月に、それぞれの断層直近に動的応力変化計を埋設し、観測が続いている。  

5) 成果 5 

・CGS により金鉱山地域の国立地震観測網の設置が進行中であることから、これと同じ仕様の地表

地震観測所（強震計）を、Cooke4 鉱山、KDC West 鉱山が位置する Far West Rand 地域に 2012 年

7 月までに 10 点すべての設置を完了した。 

・CGS の Silverton データ・センターに、2012 年 7 月までにソフトウェア「Antelope」を始めとする

地震解析システムを導入した。 

3-2 プロジェクト目標に向けた進捗 

金採掘の進行によりこの 2～3 年に M2 級の地震が予想される断層を特定し、Cooke4 鉱山ではそ

の至近距離への観測網の展開が 2010 年 12 月には完了し、ほぼ 2 年以上のデータ収録が続いている。

Moab Khotsong 鉱山でも機材の設置は約 80％完了し、KDC West 鉱山での観測網設置もまもなく完了

する予定である。また、鉱山地域の地表では南アフリカ国立地震観測網の増強を完了した。  

地震の準備・発生の理解促進に関し、Cooke4 鉱山では、鉱山独自の地震観測よりも遥かに高感度・

高精度の微小破壊観測用センサー網により、地震発生リスクが高いと思われる面状構造を描き出す

ことに成功し、その準静的拡大も捉えることができている。  

金鉱山地震の災害リスク管理体制の改善については、応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）は一連

の応力測定を 2.5 時間以内に完了できたことから、従来の応力測定と比べて極めて安価で鉱山内で

実用可能な初めての応力測定手法となることが期待されている。  

4. 5 項目評価の概要 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

1) 震源として予想される断層に接近し、その至近距離に観測網を設置して地震の準備・発生の様子



 

iv 

を詳しく観察できるのは、地下約 1～3kmの大深度を持つ南アフリカ金鉱山においてのみである。

鉱山地震の発生構造に関する研究成果は自然地震の解明にも資することが期待されており、共同

研究実施の意義は大きい。 

2) 地震の準備・発生に関する理解を深めるだけでなく、プロジェクトは、高感度観測網を設置して

得られる情報によって金鉱山地震の既存の災害リスク管理体制の改善も目指しており、南アフリ

カ社会のニーズに応えている。 

3) 南アフリカの政府担当機関である鉱物資源省（Department of Mineral Resources：DMR）や鉱山保

健安全評議会（Mine Health and Safety Council：MHSC）は、更に深度の大きい鉱脈において安全

で経済的な採掘を進めるために、地震の発生予測や被害の制御・軽減が重要であるとし、プロジ

ェクト成果に対して高い関心を寄せていることから、南アフリカ政府の方針とも整合している。 

4) プロジェクトは、実施機関である CSIR 鉱山イノベーションセンター（Center for Mining 

Innovation：CMI）及び CGS の研究方針・ニーズと整合している。 

5) 科学技術協力は、日本と南アフリカの 2 国間協力における重点項目の一つであり、2013 年 3 月 1

日に開催された第 12 回「日・南ア・パートナーシップ・フォーラム」においても、貿易投資、

開発支援、政策対話、科学技術の 4 部会が開催され、実務レベルの議論が行われている。  

4-2 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度である。 

1) プロジェクト活動は成果 1～5 の各レベルで着実に進展しており、現時点では、プロジェクト期

間内でのプロジェクト目標の達成を阻害する特段の要因は認められない。鉱山の採掘計画が変更

されないこと、鉱山ストライキが起こらないこと、想定される大きさ（M2 レベル）の地震が発

生すること、等の幾つかの外部条件はあるものの、期間内でのプロジェクト目標の達成が見込ま

れる。 

2) プロジェクトは独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）、独立

行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）からの予算に加えてそ

の他の研究予算も同時に活用してプロジェクト活動を進めており、目標達成に向けた有効性を高

めている。 

3) プロジェクト目標に含まれる研究成果の社会実装については、中間レビューを契機にその具体的

な道筋・アプローチについての議論が始まったばかりである。今回、中間レビューの中で様々な

可能性が提案されたので、今後その実現について議論を深めていくことが必要である。  

4) 2010 年 2 月に署名された覚書（Memorandum of Understanding：MoU）に添付されたマスタープ

ランには指標が設定されていないため、プロジェクトはプロジェクト終了時の達成指標を明確に

設定することで、更に高い有効性が期待できる。  

4-3 効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 

1) マスタープランは明瞭であり、プロジェクト実施機関の間での目標・成果・活動に対する理解度

は高い。鉱山ストライキなどにより第 2 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

で承認された活動計画から幾つかの遅れは見られるものの、プロジェクトの進捗は順調である。 

2) 日本側の投入（専門家派遣、供与機材、本邦研修）は効果的に使われており、南アフリカ側から

も高い評価の声がきかれた。機材調達については、2012 年末までに当初予定の全ての調達が完
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了している。 

3) 南アフリカ側の投入についても、日本側と同様効果的に行われている。南アフリカ側のカウンタ

ーパートの変更は最小限であり、日本・南アフリカの研究者間の協力関係は安定している。CSIR、

CGS はともに独自予算からプロジェクトの活動費の一部を支出している。  

4) 効率性の高さは、鉱山会社のプロジェクト活動への理解・協力や便宜供与（機材の設置場所の提

供、通気パイプの設置、竪坑エレベーターの稼働など）にも拠っている。鉱山会社からは協力研

究者として技術者がプロジェクトに参加している。 

5) プロジェクトはこれまで 2 回の JCC を開催しており（第 1 回 2011 年 4 月 19 日、第 2 回 2012 年

5 月 9 日）、また日本側研究者、南アフリカ側研究者の間のコミュニケーションは非常に良好で

ある。 

4-4 インパクト 

プロジェクトのインパクトは、上位目標に向けた進展の観点からは中間レビュー時点ではまだ低

い。しかしその他については幾つかの重要なインパクトが見られる。  

1) プロジェクト成果の鉱山での採用・活用といった上位目標に向けた進展は、今後プロジェクト後

半において今後徐々に発現してくることが見込まれる。  

2) 現時点のインパクトとしては、本プロジェクトに関わる研究者に対して、IMS〔Institute of Mine 

Seismology（民間会社）〕主催国際セミナーなど国際会議での講演・発表依頼が増えていること

が挙げられる。 

3) プロジェクトで導入された微小破壊観測用センサー、応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）は、既

に鉱山会社、鉱山技術サービス会社が独自での利用を検討している。  

4) プロジェクトが支援した CGS のデータ解析センターは、Far West Rand 地域だけでなく、KOSH

（Klerksdorp-Orkney-Stilfontein-Hartebeestfontein）地域、Central Rand 地域の地表地震観測網にも

利用されている。 

4-5 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性の見込みは比較的高い。 

1) プロジェクトの内容は CSIR/CMI 及び CGS の業務と合致していることから、体制的な観点から

は継続・発展に適したものとなっている。ただし南アフリカの金鉱業は、全体としては顕著な衰

退傾向にあり、政府や民間企業の鉱業に関連する研究活動への投資もここ 20 年で大きく減少し

ている状況にある。 

2) プロジェクトで供与し岩石の中に設置された観測機材は、モルタルで埋設されているため、当初

の観測目的が終わっても回収・再利用されることはない。しかし一部の観測機材は、閉山後の地

震観測のため CGS が引き続きデータ収集に利用することを検討している。CGS の地表地震観測

所については、全て CGS の予算によるメンテナンス、データ収集が行われている。 

3) CSIR は、予算の削減はあるものの現在の人員レベルの維持を見込んでいる。一方 CGS は、近年

は正規雇用の人員増が続いている。CSIR、CGS によれば、プロジェクトは若手研究者育成の良

い機会ともなっている。 

4) CSIR の予算は、その半分以上を政府機関、民間セクターとの研究契約締結に拠っており、予算

的な観点からは持続性は不確かである。これまで鉱山安全管理の研究支援を行ってきた MHSC

は、近年は基礎研究への資金支援は行っていない。 
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5) 鉱山会社、鉱山技術サービス会社が、プロジェクトで導入された観測手法の有効性を認めて、一

部を自社システムに取り入れ始めている。今後プロジェクト成果が実用的な観測モデルにつなが

った場合、利用される可能性は高いと考えられる。 

4-6 プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

1) 促進要因：1) 鉱山会社の経営陣や岩盤工学の現場従事者からの、プロジェクト活動の実施に対

する理解と多大な支援、2) プロジェクトが雇用したコンサルタント〔（鉱山技術サービス会社で

ある）OHMS（Open House Management Solutions Ltd.）、Seismogen のスタッフ〕の機材設置等に

関する働き、3) 南アフリカ側研究者、日本側研究者、鉱山会社の間の長い協力関係、の 3 点が

主な促進要因として認められた。 

2) 阻害要因：1) 鉱山ストライキ発生とそれに伴う入坑停止、2) 鉱山内でのケーブルや機材の盗難、

3) 貴金属を含む岩石標本を日本に送るための手続きと認可の遅れ、がこれまでの主な阻害要因

として指摘された。 

5. 評価結果の要約 

5-1 結論 

プロジェクトは、南アフリカ社会の開発ニーズや政府の方針と整合し、さらに科学技術協力は日

本・南アフリカの 2 国間協力における重点項目の 1 つでもあることから、その妥当性は高い。プロ

ジェクトの基本デザインは適切であるが、今後のプロジェクト目標の達成に向けては、研究成果の

社会実装に向けた道筋や、明確な達成指標の設定が求められる。プロジェクトの効率性は高く、こ

れまで活動計画どおりほぼ順調に進行し、機材の調達・設置も概ね完了した。プロジェクトのイン

パクトは、上位目標に向けた進展という意味では、中間レビュー時点ではまだ低い。持続性につい

ては、制度、技術、人材など全体としては比較的高いと判断される。 

5-2 提言 

1) プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM） 

現行マスタープランには指標が設定されていなかったが、中間レビューでの議論の結果、指標、

外部条件を含む PDM 案が作成されたことから、JCC で PDM 案を最終化し、承認すること。 

2) 研究成果の社会実装 

研究成果の社会実装については、今回の中間レビューの中で様々な可能性が示唆された。プロ

ジェクトはこれら可能性の実現に向けて関係者との議論を深めていくこと。  

・ 微小破壊観測用センサー等の観測網が鉱山地震の発生予測観測に有用であることが証明

された場合、鉱山会社が利用できるような実用的な観測網仕様の提案。 

・ 学術論文としての承認を踏まえて、鉱山会社が各自定めている「安全管理規則」改訂に

際しての提言を、鉱山商工会議所（Chamber of Mines）鉱業労働保健安全チーム（Mining 

Industry Occupational Safety and Health：MOSH）、岩盤工学の現場従事者、労働組合、DMR、

鉱山保健安全監督局（Mine Health and Safety Inspectorate：MHSI）等に提出。 

・ 応力測定方法（円錐孔底ひすみ法）の測定に基づく、応力計算機モデルの改良。 

・ 鉱山のための教育・訓練支援を行う鉱山資格局（Mining Qualifications Authority：MQA）

の教科課程の中に、プロジェクト成果の知識・知見を反映。 

・ 南アフリカ鉱山で導入されている安全管理システムを開発・提供する民間会社 IMS によ

るプロジェクト成果の採用を通しての、鉱山会社の災害リスク管理体制の改善。 
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3) 政府機関との情報共有 

中間レビューでは政府関係機関はプロジェクトの成果に高い関心を持っていることも確認さ

れたため、ワークショップ、セミナー、JCC などの機会を通して、DMR、MHSC、MQA などの

関係機関との情報共有を進めていくこと。 

4) 研究予算の獲得支援 

鉱山安全管理研究に対する資金支援が大幅に削減されてきていることから、政府関係機関は、

新たな予算や研究基金に対する研究機関のアクセスを支援していくこと。  
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Mid-term Review Summary Sheet 
 

1 Outline of the Project 

Country: Republic of South Africa Project Title：the Project for Observational Studies in 

South African Mines to Mitigate Seismic Risks in the 

Republic of South Africa 

Thematic Area：Natural Disaster Prevention 

Division in Charge：Water Resources and 

Disaster Management Group, Global 

Environment Department 

Cooperation Scheme ： SATREPS (Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable 

Development) 

Project Period：August 2010～August 2015 Total Cost：380 Million JPY (JICA budget) 

Supporting Organization in Japan： 

Ritsumeikan University, Tokyo University, 

AIST(National Institute of Advanced 

Industrial Science and Technology), Tohoku 

University. 

Counterpart Agency： DST(Department of Science and 

Technology), CSIR(Council for Scientific and 

Industrial Research), CGS(Council for Geoscience), 

Witwatersrand University. 

1.1 Background of the Project 

The Republic of South Africa is rich in mineral resources with many mines of gold, platinum and 

coal.  The mining industry contributes to the employment of 500,000 workforces, about 60% of which are 

underground workers engaged in the mining of minerals in stopes and faced with the risk of mine disaster.  

Mine disaster has been a big social issue in the country, but administrative guidance and self -reliant efforts 

of mining companies towards enhanced mine safety have realized the decrease of casualties: from 1.00 - 1.20 

per 1,000 persons in late 1980s (the number of victims were 677 - 855 person/year) to 0.56 – 0.75 per 1000 

persons in early 2000s (the number of victims were 246 – 290 person/year).  In recent years, however, the 

trend of casualty decrease has been stagnating. 

About 40% of the casualty and death of miners is presumably attributed to fall -of-ground accidents 

not always but often caused by “mine tremor” - a quake resulting from abrupt failure of bedrock by excess 

stress induced by mining activities.  The mine tremor not only triggers fall -of-ground accidents in the 

mining stopes underground but also sometimes damages buildings on the surface.   

The deeper the depth of shafts is, the greater the risk of mine tremor becomes.  Gold mines in South 

Africa face high risks because many of them in South Africa are deeper than 3,000 m or mine remnants in 

high stress.  At abutments of mining, rock mass is often unable to endure the excess stress and abruptly 

fails, thus inducing earthquakes.  As such, in order to further decrease the victims of mine disaster, it is 

very important to assess the risk of mine tremor more precisely, and adjust mining plans or confine mining 

activities based on the risk assessment. 

In South Africa, in-mine seismic monitoring and stress modeling, which have been commercially 

available internationally (the former was developed in South Africa), and practical seismic hazard 

assessment is operational.  However, the assessment has stagnated because of limited understanding of 

earthquakes.  To enhance the hazard assessment, observational studies of mine tremor have been conducted 

by Japanese researchers over the past 19 years in deep gold mines, which included monitoring significantly 
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more sensitive and stable or higher in capacity than civil engineering or geotechnical monitoring and much 

closer distance to hypocenters than in-mine seismic monitoring.  The fine details that can never be 

elucidated in other than South African gold mines have suggested that the enhancement of hazard assessment 

is feasible to some extent.  With this background, the Project for Observational Studies in South African 

Mines to Mitigate Seismic Risk started in August 2010 under the JICA/JST cooperation scheme of 

SATREPS.  Being allowed much denser monitoring networks in three experimental sites than those in the 

previous researches, the Project aims at much better understanding of the preparation and generation of 

earthquakes that have been wanted over years.  

In February 2013, at the halfway of the cooperation period, the Project is required to undergo the 

Mid-term review in accordance with the Article V of the MoU (Memorandum of Understanding) signed in 

February 2010. 

1.2 Project Overview 

1) Project Purpose 

Understanding of the preparation and occurrence of earthquakes is enhanced, and the risk management 

mechanism of mining-induced earthquakes is improved. 

2) Outputs 

1. Rock properties at seismic sources are elucidated.  

2. Understanding of the preparation and forerunners of earthquakes in gold mines is enhanced. 

3. Reliability of seismic hazard assessment in gold mines is improved.  

4. Reliability of strong ground motion predictions in gold mines is improved.  

5. Estimation of the locations of seismic events and damage assessment of seismic disasters become 

more accurate. 

3) Inputs 

(Japanese Side) 

・Eight researchers (short-term), totaling 749 days, and one project coordinator (long-term) dispatched. 

・Short-term training for one researcher in Japan in 2012.    

・ Observation equipment (e.g. Acoustic Emission Sensor, Strainmeter, Broad-band Seismometer, 

Transmitter and Receiver, Dynamic Rupture Sensor, Tiltmeter, Data Recorder, Surface CGS National 

Station). 

・Local operation costs of 5.87 Million ZAR (total amount from August 2010 to January 2013 including 

local contract, procurement of equipment, travel cost and allowance).   

(South African Side) 

・Assignment of 30 counterpart personnel from CSIR, CGS and Witwatersrand University.   

・Local operation costs of 2.40 Million ZAR ( total amount of CSIR and CGS from 2010 through 2011).  

・Office space and equipment. 

4) Project Area 

Cooke4 mine (ex.Ezulwini) of Gold One, Moab Khotsong mine of Anglogold Ashanti, KDC West mine 

(ex.Driefontein) of Sibanye Gold (ex.Gold Fields) 
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2 Review Team 

Member of the 

Review Team 

1. Mr. Hideo Miyamoto (Leader) Senior Advisor to the Director General, Global 

Environment Department, JICA 

2. Ms. Yuriko Doi (Survey Planning) Disaster Management Division II, Global 

Environment Department, JICA 

3. Mr. Hiroyuki Okuda (Evaluation & Analysis) Tekizaitekisho, LLC 

4. Mr. Masayuki Sato (Observer) Principal Researcher, Research Partnership for 

Sustainable Development Division, JST 

5. Mr. Llanley Simpson (Leader) Director, Mining and Mineral Processing, DST 

6. Ms. Lisa du Toit (Project Evaluation) Director, Development Partnerships, DST  

7. Ms. Eudy Mabuza (Project Evaluation) Deputy Director, Development Partnerships, 

DST 

Review Period 24 February 2013～14 March 2013 Type of Evaluation：Mid-term Review 

3 Project Performance 

3.1 Achievements of Outputs 

(Output 1) 

・ All planned drilling was completed by September 2012: totaling more than 70 holes and more than 

2.8km in length, in the three mines.  For each target mine, an anticipated seismic source (hypocenter 

fault) was accurately located based on the geological features intersected by those holes.  

・ Core specimen from the seismic source of Cooke 4 (and of Mponeng mine) was shipped to Japan by 

May 2012 for specialized tests such as measurement of elastic properties, fracture 

parameters/characteristics and stress constrained by cores.  

(Output 2) 

・ Surrounding the hypocenter fault at Cooke 4, the installation of about 30 acoustic emission sensors and 

a AE recorder were completed by December 2010, and data has since been accumulated to monitor the 

activities of micro fracturing and identify potential seismic sources.  At Moab Khotsong, a similar 

acoustic emission monitoring network is being established and the monitoring is scheduled to start in 

April 2013. 

・ On the hypocenter faults, the installation of sensitive strainmeters, tiltmeters, and broad-band 

seismometer have been almost completed to monitor the accumulation and release of stress and to 

compare the data with existing stress modeling. 

(Output 3) 

・ In a line intersecting the hypocenter fault at Cooke 4, one transmitter and three receivers 

(accelerometers) were installed to monitor change in elastic wave transmitting through the fault.  

・ It was confirmed that the AE network of the Project clearly delineated multiple planner distributions of 

AE that evolved with time.  They can be weak planes of potentially impending earthquakes.  

Identifying weak plane is the first step to enhance seismic hazard assessment, which has  been 

successfully achieved. 

・ Modified CCBO (compact conical-ended borehole overcoring) technique in BX size (60mm in 
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diameter) was tested successfully in January and February 2013 at Mponeng and at Tau Tona mine , 

completing the cycle of procedures necessary for an overcoring within much shorter time than current, 

conventional methods. 

(Output 4) 

・ On the hypocenter faults at Cooke 4, three dynamic rupture sensors assembled by an expert with 

high-capacity acceleration sensors and strain gauges were installed in December 2010 and date has 

since been monitored to fully record dynamic stress change at seismic rupture front.  Another four 

dynamic rupture sensors were installed at KDC West in January 2012 and has since been recording the 

data. 

(Output 5) 

・ Ten surface CGS national stations was set up in Far West Rand area, where Cooke 4 and KDC West are 

situated, by July 2012 to constitute SANSN (South African National Seismograph Network) 

・ A new seismogram analysis computer system and new routines for processing data using Antelope 

software for the surface CGS national stations were also establshed by July 2012.  

3.2 Progress towards the Project Purpose 

The Project has focused on the installation of moniting equipment in the first two years at the three 

target mines.  At Cooke 4, planned sensors were installed by December 2010 and underground data has 

been accumulated for about two years.  At Moab Khotsong, about 80% of underground installaion is 

completed.  At KDC West, the installation of equipment is also planned to be finished soon.  CGS surface 

national stations and new seismogram analysis computer system are operational since July 2012.  

One of preriminary findings which lead to enhanced understanding of the earthquakes is that the AE 

monitoing system of the Project finely delinieated the weak planes of concerns and could contstrain stress 

and strengh on one of the planes.  The most important steps to enhance seismic hazard assessment is to 

identify a weak plane of concern more accurately and constrain stress and strengh on the plane, followed by 

the caliburation of stress modeling for mine-wide application. 

Regarding improved risk management mechanism, CCBO technique in BX size is proved to be much 

faster and easier than the conventional overcoring techniques.  The biggest advantage of CCBO is that it 

can be done quickly, and hence it can be much cheaper and be an afforable method of stress measurement for 

the first time at mines. 

4  Review Based on the 5 Criteria 

4.1 Relevance 

The relevance of the Project is high. 

1) The project is unique in that the South African mines, unlike any other environment in the world, provide 

access to near hypocenter and allow observation of possible preparation and forerunners of earthquakes.  

The Project aims at revealing the precursory phenomena by establishing an intensive monitoring network 

in the vicinity of impending seismic source (identified faults near mining activities). 

2) The project purpose is not only to enhance the understanding of preparation and occurrence of 

earthquake, but also to improve risk management mechanism of mining-induced earthquake.  If such 

observation of sensitive monitoring proves to be practically viable, then the project findings can directly 
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contribute to mines’ risk management systems. 

3) Government authorities emphasize the importance of safe and cost-efficient mining, to which the Project 

can contribute when its research findings are applied and utilized in mines.  

4) The project is aligned with the needs and expectation of counterpart organizations: CSIR/CMI (Center 

for Mining Innovation), CGS and Witwatersrand University. 

5) Science and Technology is one of prioritized areas in the bilateral cooperation between Japan and South 

Africa.  Science and Technology session was held, where SATREPS was noted with appreciation, on 28 

February 2013, a day before the 12
th

 South Africa - Japan Partnership Forum. 

4.2 Effectiveness 

The effectiveness of the Project is medium. 

1) Overall, the Project is making a steady progress towards achieving the Project Purpose.  At the 

Mid-term review, there are no immediate obstacles observed that can keep the Project from achieving its 

goal.  There are, however, several important assumptions involved towards the goal such as 1) mining 

plans at the monitoring sites remain unchanged, 2) severe strike that stops research activity does not take 

place at target mines, and 3) magnitude of seismic events is large enough within the range of sensor array 

– M2 events are the targets of the Project. 

2) The project is effective in that it has mobilized other funding sources and synthesized them towards the 

achievement of project purpose. 

3) Towards the second half of cooperation period, the Project is now required to be more strategic about 

how research findings can be utilized for improvement of mine’s risk management mechanism.  This is 

a part of the Project Purpose.  During the Mid-term review, discussions about ideas/approaches for the 

implementation of research findings to risk management systems have just started.  

4) The Project can become more effective by establishing verifiable indicators, which is not included in the 

Master Plan attached to the MoU signed in 2010. 

4.3 Efficiency 

The efficiency of the Project to date is high. 

1) Master Plan of the Project is clear and well understood among those who are implementing the Project.  

Project activities are being advanced generally in accordance with the Plan of Operation.  There were 

some delays of planned activities due to the strikes at the three target mines in 2012, during which no 

entry to the project monitoring sites was allowed. 

2) Inputs to the Project from the Japanese side are effective and highly appreciated by the South African 

side.  The MoU decides the measures to be taken by JICA: dispatch of experts, provision of 

machinery/equipment, and training in Japan.  Japanese researchers have shown a great level of 

commitment to the Project.  All the procurement of necessary equipment was completed by the end of 

2012.  

3) Inputs of South African side - assignment of counterpart personnel, office space and facilities, and 

running expenses for the project implementation - are no less effective than Japanese inputs.  Turnover 

of the counterpart personnel is low and the cooperating relationship between the Japanese and South 

African researchers is very stable.  CGS and CSIR, as implementing agencies, have managed their 



 

xiv 

budget in order to undertake project activities.   

4) Efficiency of project implementation is high also because of the cooperation from mining industry.  The 

mining companies of the monitoring site have provided the Project with great support, convenience and 

facilities.  

5) The communication between Japanese researchers and South African researchers are excellent.  The 

Project is being implemented based on the consultation and discussion between the two sides.  The 

Project has so far held two JCC (Joint Coordination Committee) meeting, on 19 April 2011 and 9 May 

2012. 

4.4 Impact 

The impact of the Project is still low at the time of Mid-term Review with respect to the Overall Goal, but 

some other significant impacts have already been achieved.  

1) Progress towards achieving the Overall Goal has not been observed as yet at the time of Mid -term 

Review, but this is mainly expected in the next two years of the cooperation period.   

2) One of notable impacts is that the Project scientists have been invited to speak at several international 

meetings such as annual IMS(Institute of Mine Seismology) seminar since 2009. 

3) Some technologies introduced by the Project (i.e. acoustic emission network and CCBO technique) have 

already been considered for application by a mining company and a rock engineering service provider.  

4) Surface network installed by the Project in Carletonville area is operational and the new Data Processing 

Center is servicing two additional networks in mining areas (KOSH and Central Rand area). 

4.5 Sustainability 

The prospect of sustainability of the Project is relatively high.  

1) It is indicated that the South African mining industry is in decline and that there has been a drastic 

reduction in the investment in mining-related research in South Africa, both by government and industry, 

over the years.  Under such situation, the Project is aligned with the mission and responsibility of both 

CSIR/CMI and CGS, and present institutional arrangement is suitable for the continuation and 

development of project activities. 

2) Most sensors and cables for underground can’t be recovered because they are permanently grouted in the 

rocks.  CGS is considering taking over a part of the underground equipment to collect data for a 

research on the difference between mining-induced earthquake and flood-induced earthquake after the 

mine is closed.  CGS is covering all costs associated with maintenance and data communication  for the 

10 seismic station installed by the Project. 

3) As for human resources, CSIR expects to maintain capacity at the current level.  At CGS, the number of 

permanent staff is growing and CGS is expecting more expertise in mining seismology in line with the 

Geoscience Amendment Act (2010).  CSIR and CGS indicates that the project is providing an excellent 

environment for training young scientist and post-graduate students, which contribute to the capacity 

development. 

4) The prospect of sustainability from financial viewpoint is still uncertain because the continuation of 

project work at CSIR largely depends on obtaining new research contracts  from governmental 

departments, private sector and research funding agencies in South Africa (e.g. MHSC) and abroad.  
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MHSC (Mine Health and Safety Council) presently focuses on the application of scientific knowledge, 

thus having stopped research funding. 

4.6 Factors that have promoted or hindered the implementation of project  

1) Several promoting factors observed are: the Project has received great support from mine manageme nt 

and rock mechanics practitioners; local consultants from OHMS (Open House Management Solutions 

Ltd.) and Seismogen, contracted by JICA, have had good performance; and a long history of 

collaboration of researchers with mining companies and service providers has helped the Project 

tremendously. 

2) Some hindering factors indicated are: Industrial action (strike) at the mines;  theft of cables and 

equipment within the mine; and delays in obtaining permit to transport and hold rock specimens to Japan. 

5  Results of the Mid-term Review 

5.1 Conclusion 

The relevance of the Project remains high as the Project is aligned with the needs of South African 

society, and Science and Technology is one of prioritized areas in the bilateral cooperation between Japan 

and South Africa.  The Project is making a steady progress at each Output, but the effectiveness of the 

Project is assessed medium as the Project can be more effective by setting up indicators and by specifying 

how research findings can be applied to improve mines’ risk management mechanism.  The efficiency of the 

project is high because inputs such as experts, equipment, counterpart assignment and local operational costs 

are all effectively used for project activities.  The impact of the Project is still low at the time of Mid-term 

Review with respect to the Overall Goal.  Overall prospect of sustainability of the Project is assessed 

relatively high though limited financial capacity of, mainly, CSIR/CMI is observed.  

5.2 Recommendations 

1) Project Design Matrix (PDM) 

As a result of Mid-term review discussions, a draft PDM is designed, including indicators and 

important assumptions.  Mid-term Review mission suggested ICC to finalize the draft PDM and approve 

it.  The Project needs to put efforts to achieve these indicators during the remaining cooperation period. 

2) Outreach for the application of research results 

Some ideas/approaches for the application of research results were discussed during the Mid -term 

Review as follows.  The Project needs to continue to clarify the potential of each idea with stakeholders. 

・ The Project can design functional specifications of the monitoring systems and procedures for mines to 

be able adopt for themselves. 

・ The Project can submit formal recommendations on “leading Code of Practice” to MOSH (a team 

within Chamber of Mines), rock mechanics practitioners at deep mines, organized labor, and MHSI 

(Mine Health and Safety Inspectorate, DMR). 

・ With conducting more CCBO survey, the Project can help improve the stress computer modeling.  

・ Knowledge developed by the Project can be included in training conducted by MQA (Mining 

Qualifications Authority).  International/regional initiative such as AfricaArray can also be an arena 

for knowledge transfer. 

・ Uptake of the improved hazard management system by such a private organization as IMS can in effect 
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help transfer technologies to mines and geotechnical consulting companies.    

3) To share information with related governmental organization 

The Project has already a good communication network amongst research institutes.  This should be 

expanded to other related organizations.  Understandings of the potential of the Project outputs that can 

support their activities should be promoted through occasions like workshops, seminars and JCC.  

4) Support for acquiring research budget 

Responsible organizations in the government can support research institutions to get access to new 

budgets or research funds to continue research activities.  
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第１章 中間レビュー調査の概要 

１－１ 背景 

鉱物資源に恵まれている南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）には、金、プラチ

ナ、石炭などの鉱山が多数あり、鉱業全体で約 50 万人が就業している。そのうち、約 60%にあ

たる労働者が鉱石の採掘など坑内での労働に従事しており、鉱山災害の危険に晒されている。鉱

山災害は、従来から南アフリカにおいて大きな社会問題となっているが、政府の指導及び鉱山会

社の安全性向上への努力により、1980 年代後半には労働者 1,000 人あたりの年間犠牲者（死者）

数が 1.00～1.20 人（犠牲者総数では 677～855 人/年）であったが、1990 年代を通じて犠牲者数は

漸減し、2000 年代前半には同 0.56～0.75 人（犠牲者総数 246～290 人/年）にまで減少した。しか

しながら、ここ数年は犠牲者数の減少傾向が停滞している。 

これら鉱山災害犠牲者のうち約 4 割は、採掘活動によって岩盤が破壊され断層が生じることで

発生する鉱山地震に起因する落盤事故によるものと言われている。また、鉱山地震は、採掘域や

坑道などの落盤事故だけでなく地上にも建築物倒壊などの被害を及ぼすことがある。  

鉱山地震のリスクは深度が深くなるほど高くなるため、採掘深度 3,000m を超える南アフリカ

の大深度金鉱山は特にリスクが高い。その原因は、地下 3,000m を超える大深度では、岩盤に巨

大な圧力がかかっており、そこに採掘のための空隙を作ると岩石が圧力に耐えられず破壊し、断

層を生じる可能性が高くなるためである。このような鉱山地震発生のメカニズムが存在する中で

安全に採掘するためには、鉱山地震のリスクをより正確に評価し、評価結果に基づく採掘計画の

修正や採掘活動の制限などによって鉱山地震被害を減少させることが極めて重要である。  

他方、南アフリカの大深度金鉱山では、過去 19 年間にわたって日本の研究者によって鉱山地

震の観測研究が行われ、その結果、地震の発生位置や大きさが事前にある程度予測可能になり、

また震源となる断層の近くで観測することができることが分かってきた。かかる背景のもと、科

学技術協力として採択されたものである。本プロジェクトでは鉱山内に観測機器を設置、鉱山地

震の発生メカニズムを分析し、被害予測に役立てることを目的としている。また、ここで得られ

る科学的知見は、自然地震の発生メカニズムの理解促進に役立ち、地震の予知・予測研究に役立

つことが期待されている。 

2010 年 2 月に結ばれたプロジェクト実施に関する覚書の第 5 条に基づき、5 年間のプロジェク

トの折り返し地点である 2013 年 2 月には、合同中間レビュー調査が実施されることとなった。 

１－２ 調査の目的 

中間レビュー調査の目的は次の通り。 

1) 日本側及び南アフリカ側の団員から構成される合同調査団による合同レビューを実施する。 

2) マスタープランに基づき、プロジェクトの投入、活動・成果の進捗、実施プロセスを確認

し、プロジェクト目標の達成見込みを検証する。 
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3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からレビューを行う

とともに、プロジェクト実施の促進要因・阻害要因を分析する。 

4) 調査結果に基づき、関係機関とも協議しながらプロジェクトの課題及び今後の対応方針に

関する提言を抽出する。 

5) 中間レビュー調査を踏まえた協議結果について、日本・南アフリカ実施機関の間の合意事

項としてミニッツにとりまとめる。 

１－３ プロジェクトの概要 

2010 年 2 月 26 日に署名された覚書（Memorandum of Understanding：MoU）中のマスタープラ

ンによるプロジェクトの概要は次のとおり。また、最新の活動計画は、2012 年 5 月 9 日に開催さ

れた第 2 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で承認されたものである。 

  (1) プロジェクト目標 

地震の準備と発生についての理解が深まり、金鉱山地震の災害リスク管理体制が改善さ

れる。 

  (2) 成果 

1. 震源の岩石の性質が明らかになる。 

2. 鉱山地震の準備と前駆変化への理解が深まる。 

3. 鉱山地震の発生を予測する精度が向上する。 

4. 鉱山地震による採掘坑内での地震被害を予測する精度が向上する。 

5. 地震の震源決定及び被害予測の精度が向上する。 

 

１－４ 調査団の構成 

（日本側） 

氏名 担当分野 所属 

宮本 秀夫 団長／総括 JICA 地球環境部参事役 

土井 ゆり子 協力企画 JICA 地球環境部防災二課 

奥田 浩之 評価分析 合同会社適材適所 

佐藤 雅之 オブザーバー JST 上席主任調査役 

 

（南アフリカ側） 

氏名 担当分野 所属 

Mr. Llanley Simpson 総括 DST 採鉱・選鉱工程 課長 

Ms. Lisa du Toit プロジェクト評価 DST 開発パートナーシップ 課長 

Ms. Eudy Mabuza プロジェクト評価 DST 開発パートナーシップ 課長補佐 
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１－５ 調査日程 

調査日程は以下のとおり。 

Date 団長 土井 奥田 佐藤/JST 

2/23 Sat   Dep Japan  

2/24 Sun   Arr. Pretoria 

19:30 Meeting with Ms. Kanto from JICA SA Office 

 

2/25 Mon   09:30 - 15:30 Meeting with Prof. Ogasawara & Mr. 

Takashima @ Project Office (CGS Room 306) 

 

2/26 Tue   06:30 Move to JNB 

08:50 - 10:00 Meeting at MHSC 

10:30 - 12:30 CSIR CMI interview (Project Manager Prof. 

Durrheim, Dr. Milev and their team) 

14:30 - 16:00 Wits Univ interview (Dr. Durrheim and his 

team) 

 

2/27 Wed   08:00 - 09:00 Interview with Mr.Thabo (DMR) @ MHSC 

11:30 - 12:00 Visiting Goldfields 

13:15 – 15:00 Hearing at Anglogold Ashanti Rock 

Engineering Department 

Move to Stilfontein 

17:30 Briefing with Mr. Raymond and Mr. Gilbert for MK mine 

 

2/28 Thu   05:30 - 14:00 Moab Kotsong pick-up by Mr. Raymond from 

guest house 

14:00 - 16:00 OHMS interview 

Move to Fochville 

 

3/1 Fri   05:15 - 12:00 Cooke 4 visit 

12:30 – 13:15 Seismogen Hearing 

14:00 – 15:00 Goldfield hearing 

 

3/2 Sat   Report Preparation  

3/3 Sun   Report Preparation  

3/4 Mon   Move from Carletonville to JNB 

14:00 - 15:30 Ground Work hearing 

 

3/5 Tue  Dep. Japan Move from JNB to Pretoria 

10:00 - 12:30 CGS Courtesy call & Interview (Dr. Cichowicz 

and his team) 

14:00 - 15:30 Meeting at Project Office  

Dep. Japan 

3/6 Wed  Arr. Pretoria 09:00 - 11:00 Draft Report Preparation @ JICA SA Office 

12:00 - 13:00 DST for explanation of draft report (Ms. Lisa & 

Ms. Eudy) 

Arr. Pretoria 

3/7 Thu  (11:00) JICA SA Office 

(14:00 - 15:00) Coutesy call to Embassy of Japan 

3/8 Fri  Site visit to 

CGS 

Report writing Site visit to 

CGS 

3/9 Sat Dep. Japan Writing up the Report 

3/10 Sun Arrive. Move from Pretoria to Fochville 

311 Mon 08:30 - 09:00 Goldfields Seismic Monitoring Centre 

09:30 - 17:30 Seminar  

3/12 Tue 08:30 - 10:00 Pre-JCC meeting, 12:30 Meeting with JICA, 15:00 - Meeting with DST  

3/13 Wed 10:00 - 12:30 JCC at DST Dep. Pretoria 

3/14 Thu (09:30 - 10:30) Reporting JICA SA Office 

(10:30) Dep. Pretoria, Arr. JNB Airport 

(13:50) Departure JNB EK762 

3/15 Fri Arr Tokyo 
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１－６ 調査の手法 

中間レビュー調査は、経済開発協力機構（Organisation for Economic Co-operation：OECD）が発

行した「開発援助の評価のための諸原則（1991）」を踏まえて作成された「新 JICA プロジェクト

評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」に基づいて実施される。プロジェクトに対するレビュ

ー調査の基準となるのは、プロジェクト目標、成果、活動が記載された当該プロジェクトのマス

タープランである。 

まず、プロジェクトに関する報告書や関連資料を参照しながら、JICA ガイドラインに提示され

た評価判断のための情報を整理するフレームワークとして、活動状況・進捗表と評価グリッドを

用意した。そして、活動状況・進捗表については日本側研究者に記入を依頼するとともに、評価

グリッドについては必要情報・データの収集のため南アフリカ側研究者向けの質問票を作成し、

事前に配布した。現地調査中は、南アフリカ側研究者から質問票を回収してインタビューを実施

し、その他関係者からもヒアリング調査を行うとともに、関連文献・資料を収集し、プロジェク

トの観測サイトとなっている鉱山を訪問した。 

報告書、活動状況・進捗表、インタビュー、質問票、サイト訪問などを通して収集した情報・

データの整理と分析に基づいて、プロジェクトの進捗を確認するとともに 5 項目に基づくレビュ

ーを実施し、今後の活動に関する提言を抽出した。 

5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）については、次の通りである。  

妥当性 プロジェクト目標が、南アフリカの開発政策や社会ニーズ、日本の援助方針に

対して、どの程度関連性があるかを評価する視点。 

有効性 プロジェクトが目的を達成するために効果的に組み立てられ、その結果とし

て、活動の進捗によるプロジェクト目標の達成見込みを分析する視点。 

効率性 成果の産出に向けた投入の内容・量・質・タイミング等を整理して、これらが

活動を通していかに効率的に成果に転換されたかを評価する視点。 

インパクト 上位目標の達成に向けた進展のほか、プロジェクトの実施によって生じたプロ

ジェクトの枠組み外における正・負の影響を調べる視点。 

持続性 達成される成果や便益がプロジェクト終了後も維持されるかどうかについて、

制度、技術、人材、財政の各観点から現時点での見通し。 
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第２章 プロジェクトの進捗 

２－１ 投入実績 

（日本側） 

1) 専門家派遣 

2010 年 2 月 26 日の MoU 署名に続き、2010 年 8 月の業務調整員の派遣によりプロジェ

クトが開始された。プロジェクト開始から 2013 年 3 月までの間に、8 名の日本人研究者が、

短期派遣で計 34 回、合計 749 日間派遣されている。2012 年 11 月には、業務調整員の交代

があった。 

2) 供与機材 

微小破壊観測用センサー、高感度歪計、広帯域地震計、能動震源と受振用加速度計、動

的応力変化計、傾斜計、データレコーダー等が Moab Khotsong 鉱山, Cooke 4 鉱山、及び

KDC West 鉱山の観測サイトに設置されたほか、国立地震観測網ステーションが 10 基増設

された。 

3) 本邦研修 

2012 年 11 月に、科学産業研究評議会（Council for Scientific and Industrial Research：CSIR）

より 1 人の研究者が、東北大学及び東京大学地震研究所における高精度震源決定のための

短期研修に参加した。 

4) 現地業務費 

日本側はプロジェクト活動実施のための活動費の一部を負担している。2010 年 8 月から

2013 年 1 月までの現地業務費の合計は、587 万ランドで、内訳はローカルコンサルタント

委託費、物品購入費、旅費・交通費などとなっている。 

 

（南アフリカ側） 

1) カウンターパートの配置 

プロジェクトディレクター、プロジェクトマネジャーは科学技術省（Department of 

Science and Technology：DST）、CSIR から任命されている。中間レビューの時点では、JCC

での承認に基づいて、CSIR、地球科学評議会（Council for Geoscience：CGS）、Witwatersrand

大学から 30 人の研究者がカウンターパートとして、また鉱山会社等から 11 人の技術者が

プロジェクト活動に従事している。 

2) 現地業務費 

CSIR と CGS はプロジェクト活動実施のための活動費を負担し、2010 年‐2011 年の合計

は、それぞれ 160 万ランド、80 万ランドとなっている。 

２－２ 成果・活動実績 

詳細な活動実績については、添付資料（Joint Mid-term Review Report）中の「活動レベルの進捗
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表」及び「対象鉱山のプロジェクト状況表」で記載している。 

（成果 1） 

 対象 3 鉱山で、予定の探査ドリリングが 2012 年 9 月までに全て終了した。（合計約 70 本、

総延長約 2.8km）。探査ドリリングは、JICA 予算でなく別予算（科学研究費補助金）を利

用して行われた。岩石コア試料と孔内観察により、対象 3 鉱山ごとに、観測のターゲッ

トとなる想定地震断層の位置が特定された。 

 Cooke 4 鉱山（及び Mponeng 鉱山）で採取した掘削コア試料の一部は、物性や破壊特性

を室内実験により計測・解析するため 2012 年 5 月に日本に輸出された。残りの試料は、

Witwatersrand 大学岩盤工学部において圧列試験等の室内実験に供される予定である。 

（成果 2） 

 探査ドリリング孔内に設置された観測機器は次のとおり。 

a) Cooke 4 鉱山では、想定震源を取り囲む領域に、24 台の微小破壊観測用センサー及び 3

台の加速度計を三次元的に埋設し、データレコーダーの設置と合わせて、2010 年 12 月

から 2 年以上微小破壊活動の観測が続いている。 

b) Moab Khotsong 鉱山では、その他の研究予算（科学研究費補助金）を用いて、類似の微

小破壊観測網を構築中である。データレコーダーが 2013 年 2 月に設置され、微小破壊

活動の観測は 2013 年 4 月から開始される予定である。 

c) 採掘に伴う岩盤変形観測のため、想定地震断層上に、高感度歪計（Cooke 4 鉱山では 2010

年 12 月、Moab Khotsong 鉱山では 2011 年 11 月、KDC West 鉱山では 2012 年 8 月）、傾

斜計（Moab Khotsong 鉱山では 2013 年 1 月、KDC West 鉱山では 2012 年 6 月及び 11 月）、

広帯域地震計（Cooke 4 鉱山）の設置が進み、Cooke 4 鉱山では完了、Moab Khotsong

鉱山でも約 80％の設置が完了している。 

 今後設置予定の機材としては、Moab Khotsong 鉱山における広帯域地震計（1 台）と傾斜

計（1 台）、及び Moab Khotosong 鉱山と KDC West 鉱山における採掘現場の閉塞監視のた

めの観測システムである。閉塞監視システム設置の遅れは、装置の開発と製造会社を探

すのに時間がかかったことが主な原因である。 

 微小破壊観測網、傾斜計、歪計による観測は、先に行われた“南アフリカにおける日独

地下微小破壊観測プロジェクト”（Japanese – German Underground Acoustic Emission 

Research in South Africa Project：JAGUARS Project）や“南アフリカ金鉱山における半制

御実験プロジェクト”（Semi-controlled Experiment in South African gold mines：SeeSA）と

いったプロジェクトの成果を踏まえて展開されている。 

（成果 3） 

 ドリリング孔内に設置された観測機器は次のとおり。 
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a) Cooke 4 鉱山では、想定地震断層を挟んで直線上に、能動震源１台と受振用加速度計 3

台を埋設し、能動信号を用いた透過弾性波形の記録による断層の状態のモニタリングが

行われている。 

 今後設置予定の機材としては、Moab Khotsong 鉱山における受振用加速度計（3 台）で、

能動震源（2 台）については既に埋設済である。 

 前震的微小破壊活動を観測することにより、後続する将来の本震断層を検出できる可能

性がある。これまでに、高感度・高密度の微小破壊観測センサーを用いた微小破壊の震

源決定により、掘削面の前方岩盤内の地震発生リスクが高いと思われる面状構造を描き

出すことに成功している。また、モニタリングシステム（ハードウェア）と自動震源決

定システム（ソフトウェア）を合わせた総合システム構築の道筋が見え始めた。微小地

震記録からの地震時の応力降下量推定など、描き出された面状構造の応力に関する多く

の情報が得られることで、応力計算機予測モデルの較正と高度化にも貢献できる。 

 国際岩盤力学学会が提唱する日本の応力測定手法（円錐孔底ひずみ法）を、より小さい

口径（BX size：直径 60mm）でより容易に行えるように改良して、2013 年 1 月に Mponeng

鉱山（南アフリカの実測値としては最も深い 3.4km）、2 月に Tau Tona 鉱山（M1.5 の被害

地震発生地点のすぐ近くの深さ 3.0km）での応力測定に成功した。Tau Tona 鉱山の応力 

（145 MPa, 4000 µstrain）は、前者よりも有意に大きいことが示された。 

（成果 4） 

 ドリリング孔内に設置された観測機器は次のとおり。 

a) 震源断層極近傍で破壊前線の通過に伴う動的応力変化と断層変位を計測するための動

的応力変化計（断層すべりと応力の急激な変化を観測する加速度計と高容量の歪計）が

開発された。Cooke4 鉱山、KDC West 鉱山で掘削孔と断層の交差部を特定し、2010 年

12 月及び 2012 年 1 月に、それぞれの断層直近に動的応力変化計を埋設し、観測の継続、

データの蓄積が進んでいる。 

 南アフリカ側の活動として、採掘現場における強振動記録システムを調達し、まもなく

Moab Khotsong 鉱山及び KDC West 鉱山に 1 セットずつ設置する予定である。 

（成果 5） 

 CGS により金鉱山地域の南アフリカ国立地震観測網（South African National Seismograph 

Network：SANSN）設置が進行中であることから、これと同じ仕様の地表地震観測所（強

震計）を、Cooke4 鉱山及び KDC West 鉱山が位置する Far West Rand 地域の地表に、2012

年 7 月までに 10 点すべての設置が完了した。 

 CGS の Silverton データ・センターに、2012 年 7 月までにソフトウェア「Antelope」を始

めとする地震解析システムが導入された。 
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２－３ プロジェクト目標に向けた進捗 

プロジェクト活動の前半では、対象 3 鉱山において、ターゲット断層の 3 次元的な地質構造を

把握しそれを取り囲む震源至近距離観測網の構築が行われた。Cooke 4 鉱山では、観測網の展開

が 2010 年 12 月には完了し、ほぼ 2 年以上のデータ収録が続いている。Moab Khotsong 鉱山でも、

日本側の活動のための機材の設置は約 80%完了し、南アフリカ側の活動のための機材（傾斜計、

採掘現場の閉塞監視のための観測機器、強震計）もここ数週間のうちには設置される予定である。

KDC West 鉱山での観測網設置もまもなく完了予定である。また鉱山地域である Far West Rand 地

区の地表では、プロジェクトによる 10 観測点の増強が 2012 年 7 月には完了し、SANSN として機

能している。 

地震の準備・発生の理解促進に関しては、Cooke4 鉱山では、鉱山独自の地震観測よりも遥かに

高感度・高精度の微小破壊観測用センサー網により、地震発生リスクが高いと思われる面状構造

を描き出すことに成功し、その準静的拡大も捉えることができている。 

金鉱山地震の災害リスク管理体制の改善については、改良された応力測定方法（円錐孔底ひず

み法）は一連の応力測定を 2.5 時間以内に完了できたことから、従来の応力測定と比べて極めて

安価で鉱山内で実用可能な初めての応力測定手法となることが期待されている。  

２－４ 実施プロセス 

日本側研究者と南アフリカ側研究者は、5 つの成果ごとに 5 つのグループに分かれて活動を進

めている。鉱山技術サービス会社のスタッフ 3 人が、現在 JICA とローカルコンサルタント契約

を結び、サイト・マネジャーとして観測機材設置等でプロジェクト活動を補助している。プロジ

ェクト事務所は CSIR ではなく CGS に設置されている。 
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第３章 評価 5 項目に基づくレビュー 

３－１ 妥当性 

下記の理由により、プロジェクトの妥当性は高いと判断される。  

1) 震源として予想される断層に接近し、その至近距離に事前に立体的に観測網を配置して鉱

山地震の発生を待ち構え、地震の準備と発生のメカニズムを詳細に観察できる環境は、地

下約 1～3km の大深度を持つ南アフリカ金鉱山においてのみである。プロジェクトは、2012

年に発表された論文1に要約されているとおり、鉱山地震の発生位置や大きさの予測に利用

できるような物理的パラメーター（応力、歪速度、傾斜率、微小破壊率、震源パラメータ

ー、電磁放射率、マイクロクラック密度など）の変化が観測できる、という前提の上に立

っている。プロジェクトでは、自然の地質構造の中での実際の地震において、こうした変

化を初めて検証できる可能性がある。また、こうして得られる鉱山地震の発生構造の研究

成果は、自然地震の解明にも資することが期待されており、本プロジェクト共同研究の意

義は大きい。 

2) プロジェクトは地震の準備と発生についての理解を深めるだけでなく、高感度観測網を設

置して得られる情報によって金鉱山地震の既存の災害リスク管理体制の改善も目指してお

り、南アフリカ社会のニーズにも応えている。南アフリカでは、1990 年代から、民間の鉱

山技術サービス会社である IMS〔Institute of Mine Seismology（旧 ISS International 社）〕の

地震観測システムと、その観測結果に基づいて地震パラメーターを算出して危険度ランク

を示す地震リスク評価スキームが広く使われている。Geophone（地震計）を用いた、その

地震観測システムの感度は M>-1 である。一方、プロジェクトで設置した微小破壊観測用

センサーの感度は M>-4 であり、併せて 100m 四方の岩石の中に傾斜計、歪計、受振用加速

度計などが設置されている。かってない規模の高精度・高感度観測網を想定震源の至近距

離で構築し、そこから得られるデータにより、プロジェクトは南アフリカの既存の地震発

生予測スキームの高度化に貢献することも目指している。 

3) 南アフリカの政府担当機関である鉱物資源省（Department of Mineral Resources：DMR）や

鉱山保健安全評議会（Mine Health and Safety Council：MHSC）は、更に深度の大きい鉱脈

において安全で経済的な採掘を進めていくことの重要性を強調している。MHSC は中間レ

ビューにおいて初めてプロジェクトの内容・進捗を知らされたが、研究成果が鉱山の安全

性向上にかかる実用的な技術につながることに大きな関心を持っている。また、MHSC に

よると、本プロジェクトは鉱山の安全性向上に貢献する南アフリカ唯一の国際協力プロジ

ェクトとのことである。 

4) プロジェクトは、実施機関である CSIR 鉱山イノベーションセンター（Center for Mining 

Innovation：CMI）及び CGS の研究方針・ニーズと整合している。CSIR/CMI では、「鉱山

                                                        
1 DURRHEIM, R.J. and OGASAWARA,H.  Can mine tremors be predicted? Observational studies of earthquake nucleation, triggering 

and rupture in South African Mines, in Proceedings of the Second Southern Hemisphere International Rock Mechanics Symposium,  The 
Southern African Institute of Mining and Metallurgy, Johannesburg, 2012. Pp.327-343. 
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における心身への影響評価」、「リアルタイムのリスク管理技術の促進」、「新たな採掘方法

の開発」の 3 つのテーマに基づいて研究が行われている。プロジェクトが貢献している鉱

山地震に関わる研究は、「リアルタイムのリスク管理技術の促進」のテーマに含まれる。

Witwatersrand 大学は、2012 年 9 月に「ウィッツ鉱業研究所（Wits Mining Research Institute：

WMRI）」を設立し、鉱業セクターと関連部門の持続性を高めるための研究を進めている。

CGS についても、2010 年以前は地震観測所が数ケ所しかなかったが、その後「南アフリカ

国立地震観測網（SANSN）」として 50 ケ所以上の観測所を設置しており、うち 10 ケ所は

プロジェクトにより設置されたものである。 

5) 科学技術は、日本と南アフリカの 2 国間協力における重点分野の１つであり、2013 年 3 月

1 日に開催された「第 12 回日・南ア・パートナーシップ・フォーラム」においても、前日

の 2 月 28 日に貿易投資、開発、科学技術の３つの作業部会が開催され、実務レベルの議論

が行われている。科学技術セッションでは、2 国間の共同研究開発プロジェクトに関する

進捗が確認された。また、日本政府の対南アフリカ共和国への国別援助方針（2012 年 12

月）の事業展開計画においても、同プロジェクトは、重点分野「産業人材・高度人材育成

支援」のなかの「相互協力を通じた高度人材育成プログラム」の中に位置づけられている。  

３－２ 有効性 

下記の理由によりプロジェクトの有効性は中程度と判断される。 

1) 全体として、プロジェクト活動は成果 1～5 の各レベルで着実に進展している。ドリリング

工事（合計約 70 本、総延長約 2.8km）、孔内のスコーピングと清掃、観測機器の設置、デ

ータの収集までの一連の作業は複雑で手間のかかる工程であるが、プロジェクトは現時点

までで機材設置をほぼ終えており、地震観測のためのデータを収集し始めている。中間レ

ビュー時点では、プロジェクト期間内でのプロジェクト目標の達成を阻害する特段の要因

は認められない。鉱山の採掘計画が変更されないこと、鉱山ストライキが起こらないこと、

ターゲットとしている大きさ（M2 レベル）の地震が発生すること、等の幾つかの外部条

件はあるものの、協力期間内のプロジェクト目標達成が見込まれる。 

2) プロジェクトは JICA、独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology 

Agency：JST）からの予算に加えてその他の研究予算も同時に活用してプロジェクト活動

を進めており、目標達成に向けた有効性を高めている。ドリリング工事の実施や一部の観

測機器の購入については、科学研究費補助金、「地震及び火山噴火予知のための観測研究計

画」予算も活用された。 

3) プロジェクト目標に含まれる研究成果の社会実装については、中間レビューを契機にその

具体的な道筋・アプローチについての議論が始まったばかりである。今回、中間レビュー

の中で様々な可能性が提案されたので、今後その実現に向けて議論を進めていくことが重

要である。 

4) 2010 年 2 月に署名された MoU に添付されたマスタープランには指標が設定されていない

ため、プロジェクトは、プロジェクト終了時の達成指標を明確に設定することで、更に高
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い有効性が期待できる。 

３－３ 効率性 

下記の理由により、プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

1) 2010 年 2 月 26 日に署名された MoU に添付のマスタープランについては、内容は明瞭であ

り、プロジェクト実施機関の間での目標・成果・活動に対する理解度は高い。2012 年の鉱

山ストライキ期間中は坑内への立ち入りが出来なかったため、2012年 5月 9日の第 2回 JCC

にて承認された活動計画から幾つかの遅れは見られるものの、プロジェクトの進捗は順調

である。 

2) 日本側の投入は効果的に使われており、南アフリカ側からも高い評価の声がきかれた。2010

年の MoU の中で、JICA が行うべき投入として、専門家派遣、供与機材、本邦研修が記載

されている。日本側研究者は、プロジェクト実施に対して高いコミットメントを持って臨

んでおり、例えば日本側チーフアドバイザーは、プロジェクトに従事するため実質上の研

究休暇をとり、プロジェクト開始以降の 2.5 年間で南アフリカ滞在日数は 341 日に達して

いる。予定された機材の調達は、業務調整員、CSIR、立命館大学の努力により 2012 年中

に全て完了した。本邦研修については、2012 年 11 月に、CSIR より 1 名の研究者が、東北

大学及び東京大学地震研究所での短期研修に参加した。2013 年には、Witwatersrand 大学の

岩盤工学部より 2 名の研究者が、独立行政法人産業技術総合研究所での研修に参加予定で

ある。 

3) MoU にて合意された南アフリカ側の投入（カウンターパートの配置、事務所スペースと設

備、プロジェクト実施に必要な経費）についても、日本側と同様に効果的に使われている。

30 名の研究者がプロジェクトに関わっているが、南アフリカ側のカウンターパートの変更

は最小限であり、日・南アフリカの研究者間の協力関係は非常に安定している。ただし、

カウンターパートの中には、その他の業務との兼ね合いからプロジェクトに関わる時間が

十分取れていないという指摘もあった。CGS と CSIR は、ともに独自予算からプロジェク

トの活動費の一部を支出している。 

4) プロジェクト実施の効率性が高いのは、鉱山会社からプロジェクト活動への理解・協力が

得られているためでもある。調査サイトのある鉱山を持つ鉱山会社は、プロジェクトに対

して機材の設置場所の提供、通気パイプの設置、プロジェクトのための竪抗エレベーター

の稼働等の便宜供与を図ってきている。鉱山会社からはまた研究協力者として 11 人の技術

者がプロジェクト活動に従事している。 

5) 日本側研究者、南アフリカ側研究者の間のコミュニケーションは非常に良好である。プロ

ジェクトはこれまで 2 回の JCC を開催しており（第 1 回 2011 年 4 月 19 日、第 2 回 2012

年 5 月 9 日）、DMR、日本大使館、JST からのオブサーバー参加もあった。成果ごとに分か

れている 5 つの研究者グループ間のコミュニケーションについては、成果 1～4 のグループ

（CSIR と Witwatersrand 大学）と成果 5 のグループ（CGS）の間のやり取りはそれほど密

ではないことが指摘された。これはプロジェクトにおいて地表地震観測網と地下観測網と
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の連結は意図されていないためである。現時点では、両グループは情報交換のためのやり

取りを維持している。 

6) プロジェクトの促進要因としては、主に次の 3 点が挙げられた。 

 鉱山会社の経営陣や岩盤工学の現場従事者からの、プロジェクト活動の実施に対する理

解と多大な支援 

 プロジェクトが雇用したコンサルタント〔（鉱山技術サービス会社である）OHMS（Open 

House Management Solutions Ltd.）、Seismogen のスタッフ〕の機材設置等に関する働き 

 日本側研究者、南アフリカ側研究者、鉱山会社との間の長年の良好な研究協力関係  

7) 他方、次の点がこれまでのプロジェクトの阻害要因として挙げられた。 

 鉱山ストライキとそれに伴う入坑停止 

 鉱山内でのケーブルや機材の盗難 

 貴金属を含む岩石標本を日本に送るための手続きと認可の遅れ 

３－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは、上位目標に向けた進展の観点からは、中間レビュー時点ではま

だ低いと判断される。しかしその他については、幾つかの重要なインパクトが認められる。  

1) プロジェクト成果の鉱山での採用・活用といった上位目標に向けた進展は、今後プロジェ

クトの後半において徐々に発現してくることが見込まれる。プロジェクト活動の前半では、

対象 3 鉱山における観測サイトの決定、観測機器の調達、震源至近距離観測網の構築が活

動の中心であった。観測網の設置を通して、鉱山技術サービス会社（OHMS 及び Seismogen）

の技師、技術者や CSIR の研究者が知識と経験を得ることができた。 

2) 現時点での重要なインパクトとしては、本プロジェクトに関わる研究者に対して、民間会

社 IMS が主催する国際セミナーでの講演など、国際会議での発表依頼が増えていることが

挙げられる。この他にも、チリ（2010 年）及びオーストラリア（2012）での大深度高応力

下における鉱山セミナー、アメリカ地球物理学秋季会議（2012 年）、南アフリカにおける

南半球国際岩盤力学シンポジウム（2012）、中国における岩盤力学・新開発シンポジウム

（2012）等で、プロジェクト研究内容に関する講演が行われた。IMS が主催する年次の国

際セミナーでの講演は 2009 年から続いており、今年は 2013 年 3 月 18～19 日にオーストラ

リアのホバートで開催され、プロジェクトマネジャーとチーフアドバイザーが参加する予

定である。 

3) プロジェクトで導入された幾つかの技術については、既に鉱山会社、鉱山技術サービス会

社が独自での利用を検討していることも、インパクトの 1 つとして挙げることが出来る。

具体的には、微小破壊観測用センサーについては鉱山会社が自社の鉱山の 1 ケ所に設置を

検討しており、改良応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）については、鉱山技術サービス会
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社が日本から技術者を招聘しての試験的な実施を予定している。 

4) プロジェクトが支援した CGS のデータ解析センターは、Far West Rand 地域だけでなく、

KOSH（Klerksdorp-Orkney-Stilfontein-Hartebeestfontein）地域、Central Rand 地域の地表地震

観測網にも利用されている。 

３－５ 持続性 

以下の理由により、プロジェクトの持続性の見込みは比較的高いと判断できる。 

1) プロジェクトの内容は CSIR/CMI 及び CGS の業務と合致していることから、体制的な観点

からは継続・発展に適したものとなっている。ただしプロジェクト関係者からは、鉱業セ

クター関連の政策に一貫性が欠けていること、現在進行中の鉱山国有化に関する議論、鉱

山の所有会社の頻繁な交代（それにともなう鉱山名の変更）、鉱山研究者の減少などに対す

る言及があり、南アフリカの金鉱業は全体としては顕著な衰退傾向にあることが指摘され

た。政府や民間企業の鉱業に関連する研究活動への投資もここ 20 年で大きく減少している

状況にあるが、こうした傾向の中にあって、CSIR/CMI と CGS のプロジェクト活動に対す

るコミットメントは高い。 

2) 技術的な観点からは、特に設置機材の持続的な利用を検討する必要がある。プロジェクト

で供与し岩盤中に設置されたセンサーやケーブル等の観測機材は、モルタルで埋設されて

いるため、当初の観測目的が終わっても回収・再利用されることはない。センサーは近傍

で採掘活動が行われている数年間は観測に利用されるが、採掘が他の場所へ進んでしまっ

た段階で当初の役割を終える予定である。ただし、データレコーダーについては埋設され

ていないため、回収・再利用される。一部のセンサーは、閉山後の地震観測のため CGS が

引き続きデータ収集に利用することを検討している。CGS の地表地震観測所については、

全て CGS の予算によるメンテナンス、データ収集が行われており、その持続性に問題はな

い。 

3) 人材的な観点では、CSIR は、予算の削減はあるものの現在の人員レベルの維持を見込んで

いる。一方 CGS は、地球科学に関する法律の改正（2010 年）に基づいて、近年は正規職

員の人員増が続いており、鉱山地震学に関してもより多くの知見の集積が期待される。

CSIR、CGS によれば、プロジェクトは若手研究者育成の良い機会となっており、両機関の

人材的な能力強化にも寄与している。 

4) CSIR の予算は、その半分以上を政府機関、民間セクターとの研究契約締結に拠っているこ

とから、予算的な観点からは、安定した持続性が見込めるわけではない。CSIR は、DST

を通して政府から年間研究費を受け取っているが、これは全体予算の 40％程度である。残

りの予算については、中央・地方・市町村レベルの政府機関、民間セクター、南アフリカ

国内や海外の資金支援団体（例えば MHSC）との研究契約から来ている。こうした中で、

これまで鉱山安全管理の研究支援を行ってきた MHSC は、近年は基礎研究への資金支援は

行っていない状況である。 

5) 鉱山会社、鉱山技術サービス会社が、プロジェクトで導入された観測手法の有効性を認め
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て、一部を自社システムに取り入れ始めている。今後プロジェクト成果が実用的な観測モ

デルにつながった場合、利用される可能性は高いと考えられる。 
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第４章 科学技術視点からの評価 

総合評価（Ａ+：初期の計画をやや上回る取り組みが行われており、大きな成果が期待できる。） 

地震発生過程の研究への貢献について、現時点ではまだブレークスルーに至る展望にはやや欠

けるところがあるものの、日本国内では不可能ともいえる地下深部での観測データの取得が進み、

貴重なデータが得られつつあることは高く評価できる。今後の鉱山掘削の進展につれて、これま

でに構築された観測網の中で比較的規模の大きい地震の発生も予想されていることから、新たな

発見の可能性は持続している。 

一方、当初は少し不安視された研究活動を通した鉱山安全面への貢献については、研究成果の

活用という面も含めて、応力測定法の改良により鉱山活動の安全評価の高度化に貢献しつつある。

それに地表における地震観測網の整備なども含め、安全面への貢献は当初の期待以上である。 

研究面でさらなる進展があれば、最終的には S 評価も十分に望める。AE に関して膨大なデー

タが取得されているが、現状では従来の地震学分野での一般的データ処理に終わっている感がす

る。貴重なデータであるがゆえに、もう少しきめ細かい解析を望みたい。 
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第５章 結論及び提言 

プロジェクトの進捗は概ね順調であり、特に大きな課題は認められなかった。研究成果の社会

実装については、今回の中間評価の議論の中で様々な可能性が示唆された。 

大別すると以下の通り。 

 研究論文に基づく鉱山会社の自主規定（Security Code）に対する提言 

 現在、南アフリカの鉱山で導入されている安全管理システムを管理運営する民会会社

SMI の監視システムの改善を通じた安全管理体制の向上 

 Chamber of Mining
2、Mining Qualifications Authority

3等資格付与・研修実施機関における

プロジェクト成果の活用 

 第三国研修などによる、近隣諸国への普及 

 

これらの可能性の中からどれが一番実現性が高いかは、中間評価時点で確定することは非常に

困難であるものの、政府内の担当組織のうち、DMR、MHSC、Chamber of Mining、鉱山資格局（Mining 

Qualifications Authority：MQA）などは重要な機関となると思われる。これらの組織とこれまで情

報共有はあまり行われてこなかったことから、プロジェクト成果についての情報共有を図る必要

がある。また各組織の ToR も含めて、実際にどのような可能性があるかを今後検証していく必要

がある。JCC での議論を受け、DST から DMR に対して働きかけを行うことが検討されている。 

また供与機材については、地中に固定されている歪計等を回収することは困難であり、採掘現

場も移動することから、プロジェクト終了後継続して使用される可能性はほとんどない。一方で、

プロジェクトによって設置された 3 鉱山の観測網のうち、プロジェクト終了時には閉山となる見

込みが高いものについては、閉山後の鉱山洪水の監視のために CGS が観測体制を引き継ぐ可能性

が示唆された。現時点ではデータの回収にプロジェクト関係者は注力しているが、プロジェクト

の最終段階までにはプロジェクト終了後の機材や観測データの管理体制について方針を定める必

要がある。今回の JCC でプロジェクト関係者はこの必要性を認識しており、今後関係者間で議論

されることが期待できる。 

本中間評価を通して行われた提言は以下の通り。 

1) プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM） 

プロジェクトは、プロジェクト終了時の達成指標を明確に設定することで、更に高い有

効性が期待できるが、2010 年 2 月に署名された MoU に添付されたマスタープランには指

標が設定されていなかった。終了時評価では、プロジェクトの達成度は主に指標の達成度

合に基づき判断される。中間レビューは、これまでの成果・活動の進捗確認に基づき、プ

ロジェクト終了時における現実的で実現可能な目標のイメージを関係者間で共有して、指

                                                        
2
 民間鉱山会社の代表によって作られている業界団体。環境、健康、Skill Development、安全に関する部局があり、DMR、MHSC

の Committee へ参加している。 
3
 鉱業セクターに対する人材育成を担当する組織。対象は鉱夫からエンジニアまで多岐にわたる職業訓練セクターからのイン

プットを受けて Strategy、研修コースデザインを行っており、実際の研修は関係組織と共同実施をしている。 
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標として設定する良い機会である。 

中間レビューでの議論の結果、既にマスタープランに含まれているプロジェクト目標、

成果、活動のほか、指標、外部条件の記載を加えた PDM 案が作成された。本 PDM 案は JCC

での議論を通して最終化し、承認されるべきである。 

2) 研究成果の社会実装 

金鉱山地震の災害リスク管理体制の改善に資する研究成果の社会実装については、今回

の中間レビューにおいてプロジェクトのメンバーとの間で議論され、様々な可能性が示唆

された。プロジェクトはこれらの可能性の実現に向けて関係者と議論を深めていく必要が

ある。 

地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development：SATREPS）は、共同研究の促進とともに、そこで得られた知見の

社会への還元も目的としている。坑内災害の軽減に向けては、研究成果としての観点から

は、プロジェクトは少なくとも鉱山地震の準備と前駆変化を検知できる現実的な方法があ

るのかどうかを決定し、それが査読付きの論文や国際的な専門家会議で学術的に認められ

ることが前提である。一方、既存のシステムの改良といった実用技術の観点からは、プロ

ジェクトは災害リスク評価に利用できる改良応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）を、既に

2 つの鉱山と 2 つの鉱山技術サービス会社に移転できている。このように、学術論文によ

る発表を経なくとも移転できる坑内災害の軽減に資する技術もあることも踏まえて、中間

レビューでは幾つかの具体的な道筋・アプローチが議論された。 

 微小破壊観測用センサー、高感度歪計等の観測網が鉱山地震の発生予測観測に有用

であることが証明された場合は、鉱山会社が利用できるような実用的な観測網仕様

の提案。 

 学術論文としての承認を踏まえて、鉱山会社が各自定めている「安全管理規則（Code 

of Practice）」改訂に際しての提言を、鉱山経営会社の団体である鉱山会議所（Chamber 

of Mines）の鉱山労働安全保健チーム（Mining Industry Occupational Safety and 

Health：MOSH）、大深度鉱山における岩盤工学の現場従事者、労働組合、DMR、鉱

山保健安全監督局（Mine Health and Safety Inspectorate：MHSI）に提出。 

 改良応力測定方法（円錐孔底ひずみ法）の測定に基づく、応力計算機予測モデルの

高度化。 

 鉱山のための教育・訓練支援を行う MQA の教科課程の中に、プロジェクトの実施

により得られた知識・知見を反映。また、アフリカの地球科学研究者への研究・研

修を支援する AfricaArray といった国際的なイニシアティブを通しての知識の普及。 

 南アフリカ鉱山で導入されている安全管理システムを開発・提供する民間会社 IMS

によるプロジェクト成果の採用を通しての、鉱山会社の災害リスク管理体制の改善。

IMS は、鉱山での岩盤工学に関する手法・技術の、世界最大の研究開発、技術サー

ビス会社である。 

3) 政府機関との情報共有 
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中間レビューでは政府関係機関はプロジェクトの成果に高い関心を持っていることも

確認されたため、ワークショップ、セミナー、JCC などの機会を通して、DMR、MHSC、

MQA などの関係機関との情報共有を進めていくことが重要である。 

4) 研究予算の獲得支援 

鉱山安全管理研究に対する資金支援が大幅に削減されてきていることから、政府関係機

関は、新たな予算や研究基金に対する研究機関のアクセスを支援していくことが望まれる。 
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添付資料 A.1 面談者リスト 

 

1  南アフリカ側 

1) カウンターパート機関及び協力機関 

1 Prof. Ray Durrheim CSIR/Witwatersrand Univ. 2/26 

2 Dr. Alexander Milev Principal Scientist, CSIR 2/26 

3 Mr. Benon M Kagezl Senior Research Engineer, CSIR 2/26 

4 Dr. Jan Kuijpers Technical Consultant, Rock Engineering, CSIR 2/26 

5 Mr. Van Zyl Brink Competence Area Manager, Real Time Risk 

Management, CSIR 

2/26 

6 Mr. Pieter Share MSc Witwatersrand Univ. / CSIR 2/26 

7 Mr. Gideon Ferreira CSIR 2/26 

8 Mr. Siyanda Mngadi  Student, Witwatersrand Univ. 2/26 

9 Mr. Geroge Henry CSIR 2/26 

10 Dr. Declan Vogt Strategic Research Manager, CSIR 2/26 

11 Dr. Halil Yilmaz Senior Lecturer, School of Mining Engineering, Wits 

Univ. 

2/26 

12 Mr. Tawanda Zvarivadza Research Student (Junior Lecturer), School of Mining 

Engineering, Wits Univ. 

2/26 

13 Mr. Ali Sarfraz PhD Scholar, Wits Univ.  2/26 

14 Mr. Simon Sebothoma Honours Student, Wits Univ. 2/26 

15 Prof. Fred Cawood Head of School, School of Mining Engineering 2/26 

16 Mr. Daniel Fale Seismic Department, Goldfields 2/27 

17 Mr. Jomo Seismic Department, Goldfields 2/27 

18 Mr. Richard Masetue Seismologist, Wits Univ and Goldfields 2/27 

19 Mr. Shaun Murphy Vice President of Geotechnical, Anglogold Ashanti 2/27 

20 Mr. Gerhard Hofmann Senior Mine Sesmologist, Anglogold Ashanti 2/27 

21 Mr. Johan Egelbrecht Moab Khotsong  2/28 

22 Mr. Peter Watsoal  Moab Khotsong 2/28 

23 Mr. Stephan van Aswegen Moab Khotsong 2/28 

24 Mr. Vlok Visser Director, OHMS 2/28 

25 Mr. Tony Ward Ezulwini Shaft Rock Engineer, Director, Seismogen 3/1 

26 Mr. Luiz Ribeiro Geotchnical Systems Administrator, MCSE, Seismogen 3/1 

27 Mr. Kevin Riemer Group Seismologist, Sibanye Gold (ex. GoldFields), 

Driefontein Gold&Mine  

3/1 

28 Mr. Phil Piper Managing Director, Groundwork 3/4 

29 Dr. Artur Cichowicz Senior Specialist, SeismologyUnit, CGS 3/5 

30 Mr. Robert Kometsi Seismic Instrumentation, CGS 3/5 

31 Mr. David Ngobeni Seismic Moment Tensor Solutions 3/5 

32 Mr. Denver Birch 3DEC (3D-Distinct Element Code) Modelling, CGS 3/5 
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33 Mr. Ganesh W. Rathod Seismic Hazard, UDEC (Universal Distinct Element 

Code), CGS 

3/5 

34 Mr. Azangi Mangongolo Seismologist, Seismology Unit, CGS 3/5 

2) 政府関係機関  

1 Mr. Navin Singh Chief Research & Operation Officer, MHSC 2/26 

2 Mr. Thabo Dube DMR (Acting CEO, MHSC) 2/27 

3 Mr. David Molapo Chief Financal Officer, MHSC 2/27 

2  日本側 

1) プロジェクト 

1 Prof. Hiroshi Ogasawara College of Science and Engineering, Ritsumeikan Univ. 2/25 

2 Mr. Jun Takashima Project Coordinator 2/25 

3 Mr. Raymond Vermeulen Site Manager, OHMS 2/27 

4 Mr. Gilbert Morema Underground Site Manager, Seismogen 2/27 

5 Mr. Thabang Masakale Site Manager, OHMS 3/1 

7 Dr. Takashi Satoh Active Fault and Earthquake Research Center, GSJ/AIST 3/11 

8 Dr. Yasuo Yabe Associate Professor, Graduate School of Science, Tohoku 

University 

3/11 

2) 日本大使館及び JICA 南アフリカ事務所 

1 Ms. Yuko Kanto Project Formulation Advisor 2/24 

2 Mr. Mpho Pekane Program Officer 3/6 

3 Mr. Masao Shino Representative 3/6 

4 Mr. Toshiyuki Nakamura Chief Representative 3/7 

5 Mr. SxEKI Tomohiro Senior Representative 3/7 

6 Mr. Ken Okaniwa Minister, Embassy of Japan 3/7 

7 Mr. Yasushi Naito Counselor, Embassy of Japan,  3/7 

8 Mr. Tomohide Yamada First Secretary, Economic Division, Embassy of Japan 3/7 

9 Ms. Namiko Yamada Special Researcher for Economic Affairs, Embassy of 

Japan 

3/7 
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添付資料 A.2 PDM 案（仮訳） 

 

プロジェクト名：（科学技術）鉱山での地震被害低減のための観測研究プロジェクト 

協力期間：5 年間（2010 年 8 月～2015 年 8 月） 

実施機関：DST、CSIR、CGS、Witwatersrand 大学、立命館大学、東京大学、AIST 

受益者：実施機関の研究者、プロジェクトサイトの鉱山会社、鉱山技術サービス会社、鉱山労働者 

Version 1: 2013 年 3 月 

プロジェクト要約 指標 指標の入手手段 外部条件 

【上位目標】 

プロジェクトにより開発された地震リスク評価手法

と管理体制が南アフリカ及び世界の鉱山で利用され

る。 

 

- 

 

- 

 

【プロジェクト目標】 

地震の準備と発生についての理解が深まり、金鉱山

地震の災害リスク管理体制が改善される。 

 

1. プロジェクトの成果が少なくとも 5つの国際的な専

門家会議で報告される。 

2. 鉱山会社が各自定めている「安全管理規則（Code of 

Practice）」改訂に際しての提言が、鉱山会議所

（Chamber of Mines）鉱業労働安全保健チーム

（MOSH）、岩盤工学の現場従事者、労働組合、鉱

物資源省（DMR）鉱山保健安全監督局（MHSI）に

提出される。 

3. 少なくとも 2つの移転された技術が南アフリカ鉱山

で採用される。 

4. 少なくとも 4 人の若手研究者が、プロジェクトに関

係する研究において上級学位を取得する。 

 

プロジェクト報告書 

ヒアリング 

 

CSIR、CGS、鉱山

会社が、プロジェ

クト終了後も独自

に活動を継続す

る。 

【成果】 

1. 震源の岩石の性質が明らかになる。 

 

1-1 観測のための地震想定断層（3 ケ所）が特定される。 

1-2 震源の岩石の性質に関する研究報告書（1 件）が発

表される。 

 

 

プロジェクト報告書 

研究報告書 

 

プロジェクト目標

に向けて、それぞ

れの成果が十分に.

達成される。 

 

鉱山会社の協力が

継続する。 

2. 鉱山地震の準備と前駆変化への理解が深まる。 2-1 観測サイト（3 ケ所）が構築される。 

2-2 地震の準備と前駆変化に関する論文（3 本）が発表

される。 

 

プロジェクト報告書 

学術誌 
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3. 鉱山地震の発生を予測する精度が向上する。 3-1 応力変化と岩盤不安定性に関する論文（3 本）が発

表される。 

3-2 鉱山会社が利用できるような地震予測観測網の実

用的な仕様が設計される。 

 

プロジェクト報告書 

学術誌 

4. 鉱山地震による採掘坑内での地震被害を予測す

る精度が向上する。 

4-1 地震想定断層上の動的応力変化に係る論文（少なく

とも 1 本）が発表される。 

4-2 地震動予測のための情報に関する論文（2 本）が発

表される。（地表及び採掘現場） 

 

プロジェクト報告書 

学術誌 

5. 地震の震源決定及び被害予測の精度が向上する。 5-1 データ・センター改善と自動データ解析に関する

CGS 報告書（1 本）が発表される。 

5-2 地表におけるより正確な地震動予測のために得ら

れるパラメーターに関する CGS 報告書（3 本）が

発表される。 

 

プロジェクト報告書 

 

【活動】 【投入】  

1.1 想定震源域で岩石試料を採取する。 

1.2 実験室で岩石試料の物性を調査する。 

 

2.1 想定震源域の周辺で微小破壊観測システム、岩盤

変形観測装置、及び高感度長周期地震計を設置す

る。 

2.2 想定震源域での微小破壊活動を観測する。 

2.3 想定震源域での応力蓄積、緩和の兆候を観測す

る。 

2.4 観測結果を解析し、本震発生前の前駆現象とその

特性を明らかにする。 

 

3.1 微小破壊活動によって発生する多数の小さな地

震のデータから想定震源域の詳細な応力の時空

間分布や岩盤の安定度を評価する。 

3.2 上記 2-2, 2-3 及び 3-1 を用いて、南アフリカ金鉱

山で用いられている地震危険度評価を較正し、リ

（日本側） 

1) 専門家派遣 

 - 震源の岩石分析 

 - 震源近傍観測 

 - リスク評価 

 - 震源の動的破壊過程 

 - 地表地震観測網（SANSN） 

2) 供与機材 

 - 微小破壊、岩盤変形、動的破壊観測 

 - 地表地震観測 

 - データ解析 

 - 事務用機材 

 - その他必要な機材 

3) 本邦研修 

4) 現地活動費 

 

 

1. 鉱山の採掘計画

が変更されな

い。 

 

2. 鉱山ストライキ

が起こらない。 

 

3. ターゲットとす

る大きさの地震

が発生する。 
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-iii 

DST（Department of Science and Technology 科学技術省）、CSIR（Council for Scientific and Industrial Research 科学産業研究評議会）、CGS（Council for Geoscience、地球科学評議会）、AIST（National Institute of 

Advanced Industrial Science and Technology 産業技術総合研究所）, MOSH（Mining Industry Occupational Safety and Health, Chamber of Mines 鉱山会議所の鉱業労働安全保健チーム）、SANSN（South African 

National Seismograph Network 南アフリカ広域地震観測網）, MOU（Memorundum of Understanding 覚書）, MHSI（Mine Health and Safety Inspectorate, Department of Mineral Resources 鉱物資源省鉱山保健安全

監督局） 

スク評価手法を改善する。 

 

4.1 想定震源域の極近傍に、断層すべりと応力の急激

な変化を観測する加速度計、低感度歪計を設置す

る。 

4.2 上記 4-1 による観測データを解析し、震源での岩

盤の破壊と強震動の生成の過程を明らかにする。 

4.3 想定震源域付近の採掘域に強震計、地震計を設置

し、採掘域での地震動を観測する。 

4.4 震源近傍と採掘域での地震動を比較して地震動

の増幅特性を明らかにする。 

4.5 動的応力変化、断層変位の観測結果と既存の室内

実験結果を比較し、動的破壊過程の相似則を解明

する。 

 

5.1 Far West Rand 鉱区に、新たな地表地震観測所を設

置する。 

5.2 地球科学評議会 Silverton 事務所のデータ・センタ

ーの地震解析システムを改善する。 

5.3 鉱山地震による地表部の地震動を予測するモデ

ルを開発・検証する。 

（南アフリカ側） 

1) カウンターパートの任命 

- 震源の岩石分析 

 - 震源近傍観測 

 - リスク評価 

 - 震源の動的破壊過程 

 - 地表地震観測網（SANSN） 

2) 事務スペースと設備 

 - JICA 専門家の職務のための事務スペース・設備 

 - 機材設置のための土地・スペース 

 - その他必要な設備・施設 

3) プロジェクト活動費 

4) 鉱山会社の協力 

 

 

 

 

 

 

 

【前提条件】 
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